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1．序論 

1.1 背景 

日本の各地ではこれまで、地震、豪雨など様々な自然災

害による都市間道路の途絶が度々発生してきた。道路途

絶の主な原因としては、土砂崩れや橋梁、トンネルの崩落、

河川氾濫や津波による浸水が挙げられる。都市間道路の

途絶は、救助・救援、緊急物資輸送の他、地域の生活再建

に支障を生じさせ、また地域の社会経済に甚大な影響を

与えてきた。 
1.2 目的 

本研究では、震災・自然災害等による都市間道路の途

絶・復旧、新規道路の整備が地域経済に及ぼす時系列の影

響を交通近接性を変数として使用せずに評価可能なマク

ロ計量経済モデルの理論的な枠組みを示す。具体的には、

生産と民間資本の蓄積、生産と雇用等を用いた従来のマ

クロ計量経済モデルに、産業連関による中間投入を考慮

する。また、道路途絶が度々発生している和歌山県を対象

として実証分析を行う。 

1.3 既往研究と本研究の位置づけ 

大規模地震等による都市間道路網の被害を通じた経済

被害額を推計した既往の調査研究としては、Cho, et al.

（2001）1)、梶谷ら（2009）2)がある。Cho, et al. 1)は、

産業連関モデルと交易モデル、人流を含む交通モデルを

組み合わせ、大規模地震による交通と産業の生産能力へ

の影響、これらが地域経済に及ぼす影響を分析可能な計

量経済モデルを構築し、ロサンゼルス都市圏における橋

梁被害による経済被害の評価を行っている。梶谷ら 2)は、

産業連関モデルと利用者均衡配分モデルを統合したモデ

ルを用いて、1995 年の阪神大震災による各産業の生産能

力の減少を踏まえた全国地域ブロック間の交通量への影

響を分析している。 

 都市間道路整備の評価については、費用便益分析マニ

ュアル 3)を用いた事前・中間・事後評価が実施されている。

また、近年は、空間的応用一般均衡（SCGE）モデルによ

る地域別帰着便益の計測も一般的となりつつある。SCGE

モデルを用いた都市間道路整備の事例としては、小池ら

（2009）4)などがある。ただし、費用便益分析マニュアル

や一般的な SCGE モデルは、道路整備が地域経済に及ぼ

す時系列の影響を分析することができない。時系列の経

済効果を計測可能な手法としては計量経済モデルがある。

計量経済モデルを用いて実際の道路整備の時系列の経済

効果を分析した研究として、Sato, et al.（2013）5)は、岩

手県を対象に地域計量経済モデルを構築し、東日本大震

災による人的被害・生産設備被害、交通網の途絶、復興事

業による公的総資本形成の増加が震災後 10 年間の地域

経済及ぼす影響を分析している。しかし、これらの地域計

量経済モデルは、年度ベースのモデルであり、短期間の道

路途絶の影響を分析することはできない。 

本研究のモデルは、産業連関を考慮した都市間道路の

途絶・復旧・整備を統合的に評価できること、四半期ベー

スの時系列で評価ができることに新規性がある。 

2．道路途絶・復旧・整備の統合評価モデル 

2.1 地域経済への影響の仮説 

都市間道路の途絶については、ある地域が一定期間道

路途絶によって孤立する状況を想定する。復旧について

は、途絶した道路が復旧し孤立が解消した状況を仮定す

る。なお、企業の生産設備の被害や人的被害はないものと

する。新規道路整備については、地域間の道路のダブルネ

ットワーク化や既存の道路の機能向上を想定する。 

都市間道路の途絶により小地域（市町村など）が孤立し

た場合、当該大地域（都道府県など）の地域経済への直接

的な影響は、次のⅰ～ⅳが想定される。 

 

ⅰ．孤立小地域以外および当該大地域から孤立小地域  

への原材料の輸送停止 

→ 孤立小地域内の企業の生産力の減少 

ⅱ．孤立小地域内企業の生産減少に伴う孤立小地域か     

ら当該大地域内の孤立小地域以外への原材料の輸 

送停止 

→当該大地域の生産額の減少 

ⅲ．孤立小地域から当該大地域外への移輸出、ⅱに伴う 

当該大地域内の孤立小地域以外かの移輸出の減少 

 

ⅰ～ⅲの影響の大地域や小地域間の関係を図－１に示

す。また、道路途絶の際は対象市町村が孤立することを想

定する。ⅰ、ⅲの影響は、都市間道路が復旧し、小地域の

孤立が解消されれば消滅する。 

また、新規道路整備の影響は、以下のようになる。 

 

ⅳ．大地域内外の小地域間所要時間の減少 

 → 大地域内外の企業の生産力の増加 

 



 
図－１ 都市間道路の変化と地域の関係 

 

2.2 道路途絶・復旧の影響の推定式 

 生産要素間の代替性がない場合、各産業の粗生産額を

レオンチェフ型の生産関数(1)式で表現することができる。 

 
 

 

ここで、i, j は産業を表す。X は生産額、V は付加価値

関数（潜在生産力）、Kは民間資本ストック（稼働率調整

済み）、Lは労働投入量（＝就業者数×労働時間）、xjiは中

間投入額、a0は付加価値比率、ajiは投入係数である。 

(1)式は、付加価値関数と中間財のうち相対的に小さい

方で決まるため、原材料の減少により付加価値（生産）が

減少することを意味している。 

ⅰ、ⅱに関しては、道路途絶により孤立小地域内企業の

生産減少に伴い当該大地域の生産力が減少する分を、各

産業の潜在生産力に加えることで(2)式で表現できる。 

'
, , , , ,( , , )i t i t i t i t i tV V K L X    

ここで、iは産業、tは期間を表す。ΔXは道路途絶に伴

う生産の減少額を表す。 

2.3 新規道路整備の影響の推定式 

ⅳに関しては、大地域内外を結ぶ新規道路整備により

圏外のからの入込客数が増加し、移輸出が増加すると仮

定する。地域計量経済モデルの需要側（地域内総支出）の

関数において、外生変数として考慮することにより、(3)、

(4)式のように表現することができる。 

,t t i t t t t t
i

GRE CP IP IHP G ZNE E        

, , ,Δ Δr t r t sr tE u NV   

ここで、s：出発地 r：目的地。GRE は地域内総支出、

CPは民間消費支出、IPは民間企業設備投資、IHPは民間

住宅投資、G は政府支出、ZNE は在庫投資＋純移輸出、

ΔEは移輸出の変化、u：消費単価、ΔNVは入込客数の変化

である。また、入込客数推計モデルに関する式を(5)、(6)

式に示す。 

 ,sr sr s srNV NV POP GC  

sr s sr srGC w T MC   

ここで POP は人口、GC は一般化費用、w：時間価値、

Tは所要時間、MCは貨幣費用（高速道路利用料金＋ガソ

リン代）である。 

2.4 その他の関数 

その他の関数については、既存の一般的な地域計量経

済モデルを踏襲して構築する。その他の関数を(7)～(13)式

に示す。 

 1, , , 1KP IP θ KPii t i t i t     

, ,NW NWi t i t p   
 ,1CP CP CP YHt tt    

 YH YH GRPtt   

, ,IP IPi t i t p   
 IHP IHP YHtt   

  
ここで、iは産業、tは期間を表す。KPは民間資本、θ

は民間資本の減耗率、NWは就業者数、pはラグ、GRPは

実現地域内総生産、NH は世帯数、YH は家計可処分所得

である。 

3．和歌山県を対象とする実証モデル 

3.1 概要 

前章で検討した理論モデルを基に、南海トラフ地震や

豪雨による都市間道路の途絶、一部地域の孤立が想定さ

れる和歌山県を対象に、四半期ベースの実証モデルを構

築する。 

3.2 入込客数推計モデル 

 研究対象である和歌山県は、観光業が盛んであること

から、観光目的の入込客を対象に、(5)式のパラメータ推

定を行う。 

 推定は、和歌山県の北部、南部の 2 か所を目的地、北海

道、沖縄を除く 44都府県を出発地として第六回（2015年）

全国幹線旅客純流動調査（国土交通省）にある観光目的の

データを用いて行う。 

 各都府県間の一般化費用については NAVITIME のルー

ト検索機能を用いて一般乗用車を利用した一般化費用を

算出する。なお、到着地は和歌山県観光動向調査（2015）

を基に和歌山県北部は和歌山市、南部は白浜町とする。推

定式を(5a)に表す(ダミー変数は割愛)。なお、出発地の入

込客数が多い都府県を(A)地域、それ以外を(B)地域とし、

それぞれ推定を行う。 

 
 

パラメータ推定された推計モデルによる入込客数の現況

再現を表－１に示す。平均絶対誤差率は最大でも 5.39%

となっている。 
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表－１ 入込客数（地域別）の現況再現 

 

 

3.3 その他の関数 

(1) 時系列データの収集と定常性の検証 
和歌山県の経済変数の時系列データは、基本的には県

民経済計算から得られるが、暦年または年度ベースであ

り、四半期ベースのものは公表されていない。一方、国民

経済計算では、四半期ベースの時系列データが公表され

ている。このため、本研究では、和歌山県の年度データを

日本全体の各四半期値と年度値の比率で按分することに

より、和歌山県の四半期ベースのデータを作成する。デー

タ作成期間は、2008SNA の県民経済計算のデータが公表

されている 2006～2015 年度に相当する 2006 年第 2 四半

期から 2016 年第１四半期とする。また、産業別のモデル

を構築するために本研究では、第２次産業を９部門、第３

次産業を３部門に分け全 12 部門でデータを作成する（１

次産業は外生値）。産業分類の詳細を表－２に示す。各関

数のパラメータ推定を行う際には、推定に用いる時系列

データが定常性を満たす必要がある。検証は、ADF

（Augmented Dickey–Fuller）テストにより行う。ここでは

p 値が 0.1 未満の場合に定常と見なす。非定常となった変

数については、１階の階差を取り再度検証を行う。原系列

で非定常、１階の階差系列が定常となった変数が含まれ

る関数については、1 階の階差系列を用いて関数の再定式

化を行う。定常性の検証結果一覧は紙面の都合上割愛す

る。 

(2) パラメータ推定 

 パラメータ推定は、定常性が検証された四半期ベース

の時系列データを用いて最小二乗法により行う。推定結

果の例として、生産関数のパラメータ推定結果を記載す

る(ダミー変数は割愛)。推定式を(2a)～(2d)に、パラメー

タ推定結果を表－３に表す。 

   ln ln, , , ,V L α β K Li t i t i t i t   

   D _ ln D_ ln, , , ,V L α β K Li t i t i t i t   

   D _ ln D_ ln, , , ,V NW α β KP NWi t i t i t i t   

   D _ ln D_ ln, , , ,V NW α β K NWi t i t i t i t   

ここで、「D_」は 1 階の階差を取った変数であることを

表す。なお、①、②の産業は外生値とする。 

(3) 現況再現 

パラメータ推定されたすべての関数を連立させた最終 

的なモデルによる現況再現性（地域内総生産の推計値と

実績値の比較）を図－２に示す。  

推定期間は 2009 年第３四半期～2016 年第１四半期と

し、地域内総生産（全産業）の推計値と実績値の平均絶対

誤差率（MAPE）は 2.39％となっている。 
 

表－２ 本研究の産業分類 

 
 

表－３ パラメータ推定結果（産業別生産関数） 

 
 

 

図－２ 地域内総生産（全産業）の現況再現 

 

4.  道路途絶と復旧の影響分析 

4.1 前提条件 

道路途絶により孤立を想定する市町村は御坊市とする。 

御坊市は物流拠点である日高港や工業用地を有してお

り、機械器具、プラスチック等の製造品出荷額は約 310 億

円となっている。途絶を想定する道路は、紀勢自動車道、

国道 42 号、県道御坊美山線、御坊由良線とする。 

(A)地域 22,703,324 22,907,286 0.90%

(B)地域 76,357 72,244 5.39%

(A)地域 16,807,368 16,730,976 0.45%

(B)地域 56,855 54,810 3.60%

県北

県南

（人）

到着地 実績値 推計値 平均絶対誤差率出発地

① 農林水産業 ⑧ 機械・部品

② 鉱業 ⑨ その他の製造工業製品

③ 飲食料品 ⑩ 建設業

④ 繊維・パルプ・紙・木製品 ⑪ 商業

⑤ 化学製品 ⑫ 運輸・郵便

⑥ 石油・石炭製品 ⑬ その他のサービス業

⑦ 鉄鋼・非鉄金属品

産業名 産業名

0.013761 0.538117
(1.311) (3.156***)

0.019563 0.405922
(2.474) (3.288***)

0.006605 0.46556
(0.954) (4.342***)

0.015669 0.367026
(3.950) (3.128***)

0.013632 0.258672
(3.012) (3.556***)

0.028122 0.408161
(3.716) (3.591***)

0.030256 0.183072
(3.536) (1.678*)

0.024208 0.253851
(3.932) (2.614***)

0.006464 0.910335
(1.107) (5.838***)
0.00646 0.868968
(1.953) (10.918***)

0.158098 0.473801
(0.939) (2.768***)

※(　)内はt値 ***は１％有意、**は5%有意、*は10％有意。
※ダミー変数は割愛する。
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4.2 主な仮定とシミュレーションケース 

ここでは、御坊市における第２次産業の原材料の市外

からの搬入が震災等に伴う道路途絶により一定期間停止

する状況を想定する。御坊市への市外からの原材料の輸

送停止に伴う市内企業の生産力の減少、御坊市内の企業

の生産減少に伴う和歌山県の生産額の減少のみを考慮す

る。このとき、道路途絶時には、御坊市の製造業（③～⑨

産業）の生産額分だけ減少する。 

シミュレーションケースは、３ケースとする。ケース０

は途絶が生じないケース、ケース１は 2019 年第１四半期

に生じた途絶が長期化し、2020 年第１四半期期初に復旧

するケース、ケース２は 2019 年第１四半期に途絶が生じ、

2019 年第２四半期期初に復旧するケースである。 

4.3 シミュレーション結果 

地域内総生産のシミュレーション結果を図－３に示

す。道路途絶の影響は復旧後も５年以上の長期に渡って

継続することが見て取れる。これは、次期以降の生産要

素の水準に影響を与える民間設備投資および就業者数が

当期の地域内総生産で決定され、民間消費支出が前期の

民間消費支出および当期の家計可処分所得で決定される

本研究のモデルの構造に起因する。すなわち、途絶期間

における原材料の輸送停止による生産額の減少に伴う地

域内総生産の減少が同期間の就業者数、民間設備投資、

民間消費支出、民間住宅投資を減少させ、その結果、復

旧した後も長期に渡って民間資本ストック、就業者数お

よび民間消費支出の水準は、道路途絶がなかった場合と

比較して小さくなり地域内総生産も減少したと考えられ

る。 

 
図－３ ケース別被害額の推移（地域内総生産） 

 

5. 新規道路整備の影響分析 

5.1 主な仮定とシミュレーションケース 

 ここでは新規道路整備として紀勢自動車道が全線開通

した場合のシミュレーションを行う。2029 年第 2 四半期

に紀勢自動車道の未開通区間（３区間）が開通することを

仮定する。紀伊半島東部から時計回りに同区間を通過す

る可能性がある１都 12 県から和歌山県南までの一般化

費用が変化するものとする。一般化費用の算出は近畿地

方整備局、中部地性整備局から公表されている紀勢自動

車道の建設予定延長距離と費用分析マニュアルにおける

時間価値、NAVITIME による所要時間を用いて行う。 
5.2 シミュレーション結果 

 入込客数の推計により紀勢自動車道が全線開通した場

合、和歌山県南への観光入込客数が約 600 万人の増加す

ることが見込まれる。また、図－４に示すように整備なし

の時と比較して地域内総生産は約 370 億円の増加が見込

まれる。 

本研究は産業別に増加額を確認することができる。総

生産は年々増加しく中、産業の内訳は年々⑬や⑪の産業

が減少し⑨や⑩の産業が増加していることがわかる。 

 
図－４ 産業別地域内総生産増加額 

6.今後の課題 

 本研究では、和歌山県を対象に四半期ベースかつ産業

を細分化した道路の途絶・復旧、整備の統合評価モデルを

構築し、分析を行った。 

改善点として、途絶・復旧では、孤立状態だけでなく一

部の道路が途絶されたケースを考慮できるようにするこ

とが挙げられる。 

今後の発展として、新規道路の有無による自然災害時

の経済的被害の違いなどを考慮したモデルに改良するこ

とにより、社会に貢献できるものになると考えられる。 
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